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研究成果の概要（和文）：本研究では、米国における教員養成アカウンタビリティ・システムの構造を解明した。まず
、州による教員養成機関の認定制度に対し、連邦政府が高等教育法や「頂点への競争」プログラムを通して、大きな影
響を及ぼしていることが明らかになった。次に、ルイジアナ州とバーモント州を事例に、それぞれの州におけるアカウ
ンタビリティ・システムの内実を分析した。ルイジアナ州では、児童生徒の学力テストを基にした付加価値評が教員養
成機関のパフォーマンスを測定する重要な指標になっていることが明らかになった。一方、バーモント州では、ポート
フォリオを活用した多面的な成果の把握を試みるシステムを構築していた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the structure of accountability system for
 teacher preparation programs in the US. At first I pointed out the influence of federal government on sta
te approval system for teacher preparation programs through Higher Education Act and Race to the Top progr
am. Then, in this study, the system in Louisiana and Vermont were analyzed. In Louisiana, value-added asse
ssment, which linked the results of student test scores to teachers performance, was one of the important 
indicators of accountability system.  Meanwhile, in Vermont the portfolio made by each student in teacher 
preparation programs was used as showing learning outcome in accountability system.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 現代米国における教育改革は、連邦政府
による影響を強く受けている。このことは、
教員養成についても例外ではない。1998 年の
高等教育法の改正により、すべての教員養成
機関は教員免許試験の合格率等に関する情
報を州政府に提供し、州政府はそれらの情報
を集約するとともに州の政策動向を毎年連
邦政府にしなければならなくなった。また、
2001 年に制定された「落ちこぼれを作らない
ための教育法」（以下、NCLB 法）により、す
べての教室に「高度な適性を有した教員」
（Highly Qualified Teacher、HQT）を配置
することが求められるようになった。これに
より州政府は、HQT の基準に応じた教師教育
を展開する必要性に迫られている。 
 こうした動向は、教員養成機関に対してア
カウンタビリティを求める動きと理解する
ことができる。児童生徒の学力達成度へのア
カウンタビリティの要求が高まる中で、アカ
ウンタビリティの矛先がその学力達成度に
大きな影響を及ぼす教員の質、そしてその教
員を養成する教員養成機関にも向けられる
ようになったわけである。また、教員養成の
ルートが多様化している中で、いわゆる伝統
的な大学における教員養成機関（プログラ
ム）は、その効果性や存在意義が問われるよ
うになってきている。つまり、教員養成の質
保証を背景としたアカウンタビリティ・シス
テムが急速に構築されてきており、その傾向
は一層強まると考えられる。 
 
(2) わが国における米国の教員養成制度の
研究には、教員養成の質保証という観点が欠
けており、教員養成アカウンタビリティ・シ
ステムを分析しているものは、管見の限り見
当たらない。一方、米国における先行研究の
状況に鑑みると、本研究課題については特に
アクレディテーションの観点からの研究の
蓄積がある。近年では、連邦政府の政策であ
るHQTの要件に各州がどう対応しているのか
に関する研究も散見される。ただし、教員養
成アカウンタビリティ・システムに着目しな
がら州レベルの取り組みを分析する点は、わ
ずかしかない。 
 
(3) 研究代表者は、これまでに科学研究費補
助金の交付を受け、米国の教員養成に関する
二つの研究を行った。一つめが「米国教員養
成機関評価システムに関する実証的研究」で
あり、アクレディテーションの実態を解明し
た。二つ目の「教員養成機関における組織的
評価・改善システムの構築に関する実証的研
究」においては、教員養成マネジメントの実
態を明らかにした。これらの教員養成機関の
現場に迫る一連の研究において、多様なアカ
ウンタビリティ・システムに対応している教
員養成機関の現状を確認することができた。
一方で、どのような構造下でアカウンタビリ
ティを求めるようになっているのか、特に拘

束力の強い州政府による取り組みが具体的
にどのように展開されているのかといった
問いを二つの研究から課題として認識して
いた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、米国における教員養成アカウン
タビリティ・システムの構造的特質を解明す
ることを目的としたものである。本研究では
特に州政府の取り組みに焦点を当てた。州政
府による教員養成アカウンタビリティ・シス
テムには事後チェックを含めた課程認定制
度やレポーティング・システム等があり、こ
の州政府の取り組みが米国の教員養成アカ
ウンタビリティ・システムの根幹となる。一
方でこれらのシステムは、上述した連邦政府
による政策や、さらに全米レベルのアクレデ
ィテーションや専門職団体による基準の影
響を大きく受けている。そこで、州政府の取
り組みをこうした外部との関係性の中で位
置付けて分析した。 
 具体的に本研究は、3 年間の研究期間内に
おいて次のことを明らかにすることを目的
とした。一つめは、各州の総合的な状況と傾
向の把握である。全米 50 州（ワシントン DC
を含む）の状況を関連資料を利用しながら分
析し、一定の傾向を見出すこととした。二つ
めは、州における詳細な構造的特質と運用の
実態の分析である。各州の総合的な状況の分
析で導き出された結果から、いくつかの州を
ピックアップし、その州における教員養成ア
カウンタビリティ・システムの構造的な特質
を明らかにすることを目指した。この際、シ
ステムの内実とともに、連邦政府の政策もし
くは専門職団体の全米基準をどのように解
釈していったのかというシステム構築の経
緯、さらには教員養成機関がアカウンタビリ
ティ・システムをどう理解して、どう対応し
ているのかという運用の実態をインタビュ
ー調査を併用しながら解明することを念頭
に置いた。そして最後に、米国における教員
養成アカウンタビリティ・システムの重層的
構造の特質を導き出すことを目指した。州の
取り組みの分析から明らかになったことを
踏まえ、米国における教員養成アカウンタビ
リティ・システムの重層的構造、すなわち連
邦政府や専門職団体の影響を受けながら州
政府によるシステムの構造化が進められる
という構造の内実を解明することとした。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究は、教員養成アカウンタビリテ
ィ・システムに関して州レベルの取り組みの
分析を行うものである。その際、大きく二つ
の段階を想定した。まず、全米 50 州（ワシ
ントン DC を含む）の状況を分類することを
試みた。分類の軸は、「連邦政府への接近度
合い」と「専門職団体の全米基準の活用度合
い」であり、それにプラスして概括的な情報
から「アカウンタビリティの強さ」を分析す



る。次に、その分類に応じて事例となる州を
複数取り上げ、具体的な状況に関する分析を
行った。この事例分析では、アカウンタビリ
ティ・システムの構造、システムの構築の過
程、そして運用の実態の三点を取り上げた。
以上、州レベルの取り組みの分析を二段階、
つまり全米 50 州の動向の分析および事例と
なる州の詳細なシステムの構造的特質の分
析を行うことで、米国における教員養成アカ
ウンタビリティ・システムの重層的構造を考
察した。 
 
(2) 本研究の計画の全体像は、①全米 50 州
の状況の分析と②事例となる州の教員養成
アカウンタビリティ・システムの分析の大き
く二つの分析段階から構成されている。この
二つの分析段階を通して、研究全体の目的で
ある米国の教員養成アカウンタビリティ・シ
ステムの重層的構造を考察した。研究方法は、
関連資料（特に州政府の法令・規則や連邦政
府による報告書等）の分析が中心となるが、
システムのより詳細な実態に迫るために関
係者へのインタビュー調査を併用した。 
 
①全米の状況の分析 
 全米 50 州の分類に際しては、まず「連邦
政府への接近度合い」と「専門職団体の全米
基準の活用度合」を軸として設定する。各州
の状況についての情報は、高等教育法での提
出が求められている各州のレポートや各州
の教員政策を分析しているNational Council 
on Teacher Quality（NCTQ）による報告書等
を利用した。「連邦政府への接近度合い」に
ついては、連邦政府への補助金申請や連邦政
府の要求への対応の状況から分類した。一方
「専門職団体の全米基準の活用度合」につい
ては、アクレディテーション団体である
National Council for Accreditation of 
Teacher Education （ NCATE ） や Teacher 
Education Accreditation Council（TEAC）、
さらには教員の全米基準を開発している
Interstate Teacher Assessment and Support 
Consortium （InTASC）との関係性の状況（基
準を採用しているか、アクレディテーション
を義務化しているか等）から分類を行った。
そして、連邦政府への接近度と専門職団体の
基準活用度の観点から、アカウンタビリティ
を強く求めている州とそうでない州に分け、
それぞれに該当するいくつかの州を事例分
析の対象として取り上げることにした。 
 
②事例となる州のアカウンタビリティ・シス
テムの分析 
 各州のシステムの分析は、大きく三つの観
点を設定した。一つめが、アカウンタビリテ
ィ・システムの構造である。基本的には、課
程認定（approval）制度が存在しているが、
課程認定とは別のアカウンタビリティ・シス
テムを含めて、全体的な構造を明らかにした。
次に、アカウンタビリティ・システムの構築

過程を分析し、連邦政府や専門職団体の影響
の状況を明らかにした。そして、最後にアカ
ウンタビリティ・システムの運用実態として、
教員養成機関がどのように対応しているの
か、どういう姿勢で臨んでいるのかを明らか
にした。州における教員養成アカウンタビリ
ティ・システムの構造および構築過程の分析
に際しては、州の法令・規則、さらには議事
録等を分析の対象とするとともに、関係者へ
のインタビュー調査を実施した。運用の実態
については、教員養成機関の担当者に対して
インタビュー調査を実施するとともに、関係
資料を収集した。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果について、①全米の状況と②
事例州の状況の二つに分けて、以下説明する。 
 
(1) 全米の状況として、まず「連邦政府への
接近度合い」が強い州を選出するために、連
邦政府主導による「頂点への競争（Race to 
the Top）」プログラムを参考にした。このプ
ログラムでは、連邦政府が求める教育改革に
対して、各州でどのような改革を進めるのか
という計画が審査され、審査を通過した州が
補助金を獲得できる仕組み（競争的補助金）
となっている。そのため、このプログラムに
通過した州もしくはそれ向けて制度を構築
している州は、必然的に連邦政府への接近度
が高いと判断できるわけである。 
 頂点への競争プログラムの審査基準とし
て、教員養成政策については、教員養成の効
果（effectiveness）を改善させるために、
児童生徒の学習到達度のデータとその児童
生徒を担当した教員のデータをリンクさせ、
教員養成機関の成果を示すこと、教員養成の
オプションを増やすことが挙げられている。
後者は、いわゆる代替的な教員養成のルート
を増やすことを意味するものであり、教員養
成アカウンタビリティ・システムに関するも
のではない。対して、前者は、児童生徒の学
習到達度、すなわち州レベルの学力テストの
点数を基に、教員を評価するという「付加価
値評価」の結果を教員養成の成果として活用
することが求められていることを意味する。
この場合、当該教員養成機関の修了生である
教員の付加価値評価の結果が教員養成機関
の成果となることを意味する。 
 この付加価値評価を積極的に導入してい
る州が、連邦政府への接近度合いが高いとい
う観点から、本研究ではルイジアナ州を取り
上げることとした。その理由は、ルイジアナ
州は付加価値評価を基にした教員養成アカ
ウンタビリティ・システムを全米で先駆けて
導入した州であり、むしろルイジアナ州を一
つのモデルとして連邦政府は付加価値評価
の活用の拡大を図ったからである。 
 次に、「専門職団体の全米基準の活用度合」
を確認すると、ほとんどの州が NCATE もしく
は TEAC と関係を構築しており、バーモント



州とニューハンプシャー州が関係を構築し
ていないことが明らかになった。特に、バー
モント州は上述した頂点への競争プログラ
ムへの申請も行っていない。そこで、バーモ
ント州をルイジアナ州に対抗する州として、
取り上げることした。 
なお、分析に際して、ルイジアナ州の事例

は関係資料の多くが公開されていたため、そ
うした一次資料や先行研究を活用した。バー
モント州については、関連文書の検討に加え、
バーモント州教育省の関係者ならびにバー
モント大学の教員養成担当者へのインタビ
ュー調査を実施した。 
 
(2) ルイジアナ州では、2003 年から教員養成
機関に対する付加価値評価を試行的に実施
している。その背景には、ルイジアナ州にお
ける教員免許制度改革と連邦政府の高等教
育法への対応という状況が確認できた。すな
わち、新免許制度下における教員養成の状況
をチェックする必要性、ならびに高等教育法
で教員養成にかかる状況を報告する必要性
である。ただし、この時は、付加価値評価を
導入するというよりは、教員養成アカウンタ
ビリティ・システムを構築する一環として、
付加価値評価の開発が進められた。付加価値
評価の枠組みは、2006-7 年から全州規模で適
用されている。 
 ルイジアナ州における付加価値評価は、次
のように説明される。まず、児童・生徒の状
況（前年の到達度（テストの点数）、人種、
男女比、フリーランチ等）、教員の状況（教
室全体での前年の到達度、生徒集団の特徴
等）、学校の状況（学校全体での前年の到達
度、生徒集団の特徴等）を踏まえた上で、当
該年における生徒の到達度を予測し、予測値
（predictors）を算出する。次に、実際の生
徒の到達度を測定する。そして、予測値と実
際の値との差を明確にし、効果の推定値
（effect estimates）を算出する。この効果
の推定値について、新任教員集団、経験者教
員集団ごとにデータが集計され、新任教員集
団はさらに修了した教員養成機関ごとにデ
ータが処理される。この新任教員とは、過去
5 年の間に教員養成機関を修了し、教員免許
状を取得するとともに、教職に就いて 1・2
年目の教員を指す。対して、経験者教員とは
2 年以上の経験を有する教員免許状を有した
教員となる。付加価値評価でデータの対象と
なるのは 4-9 学年の児童・生徒であり、対象
教科は数学、理科、社会科、読解（reading）、
英語の 5 教科である。この効果の推定値は、
教員養成機関における対象教科のプログラ
ムやコースごとに算出される。そして、その
データはそれぞれの教科に関する州全体の
新任教員集団の平均および経験者教員集団
の平均と比較され、その結果に基づき教員養
成機関のプログラム・コースは、5 つのレベ
ルに分類される。 
 ルイジアナ州では、教員養成アカウンタビ

リティ・システムの実施が滞っている一方で、
この付加価値評価だけは、独自にアカウンタ
ビリティの指標として利用されているだけ
でなく、その結果による教員養成機関への介
入措置が、州の認定制度に組み込まれるよう
になった。そして、その介入措置の状況によ
っては、教員養成機関の閉鎖を行うことが可
能になっており、付加価値評価を中心とした
アカウンタビリティ・システムの存在を明ら
かにすることができた。 
 このシステムの意味として、大きく二つの
ことを考察した。一つは、付加価値評価の結
果によって州認定が取り消されるという点
で、付加価値評価が認定制度を超えるものと
なっている点である。加えて、ルイジアナ州
ではアクレディテーションが義務化されて
いるため、付加価値評価は専門職組織による
アクレディテーションも超えるものと位置
づけられるわけである。二つめは、付加価値
評価はあくまでも学力テストという学習到
達度のみから判断される成果であるため、教
員養成機関の質を測定する指標が、修了生が
児童・生徒のテストの点数をどれだけ向上さ
せたか、ということに収斂してしまう点であ
る。結果として、教員養成機関は「テストの
点数を上げる教員」の養成を目指すことにな
る可能性があり、それは教員に必要な資質能
力という観点からすれば、一つの要素にしか
過ぎないものに養成すべき教員像が「特定化
ないし矮小化」されること意味する。 
 
(3) バーモント州は、アクレディテーション
に頼らない、また連邦政府への要求にも最低
限に応じるだけで（高等教育法での報告シス
テム）、独自の州認定制度を確立している。
それは、結果志向型認定制度（Result 
Oriented Program Approval, ROPA）と呼ば
れるものである。ROPA の特徴として、まず認
定主体が教育省とは独立した州基準委員会
であることが挙げられる。この委員会は、現
場の教員や有識者によって構成されている
組織であり、官僚的な認定ではなく、専門家
による自律的な認定を行える基盤となって
いる。 
 次に ROPA のプロセスであるが、基準を設
定しており、それを満たすことが求められる
点では、他州の認定制度やアクレディテーシ
ョンと大きな相違はない。大きく違うのは、
基準に沿って教員養成機関が自己評価書を
作成することに加え、今後の 5年間計画書を
作成することが求められている点である。自
己評価に基づき、プログラムの強みとニーズ
を分析し、5 年間の目標や改善に向けた年間
計画を策定するわけである。この計画につい
ては、認定を受けてから 2年後に進捗状況が
チェックされることとなっている。さらに、
教員志望学生にポートフォリオを作成する
ことを免許制度として義務付けており、ROPA
においてはこのポートフォリオを教員志望
学生の成果として示すことが求められてい



る。ポートフォリオは、記入する項目が定め
られており、学習環境の分析、特別なニーズ
の あ る 生 徒 へ の 対 応 、 同 僚 性
（colleagueship）と擁護（adovocacy）、授
業のエピソード、単元、省察と目標の 6つの
項目が設定されている。それぞれに項目に関
し、関連する実践記録やエッセイ等を盛り込
むことになっている。また、このポートフォ
リオを評価するルーブリックも州基準委員
会が開発しており、教員養成機関はそれに沿
って、教員志望学生の学習成果を測定するこ
とが求められている。 
 こうしたバーモント州のアカウンタビリ
ティ・システムの意味は、大きく二つの側面
から説明できる。一つは、アカウンタビリテ
ィを求める項目を最小限にし、むしろ教員養
成機関の改善を促進しようとするものであ
ることである。これは特に 5年計画を作成さ
せることや、その計画は自己評価書を基にす
ることといった取組から理解できるだろう。
もう一つは、教員志望学生のパフォーマンス
を多面的に捉えようとするものである。付加
価値評価が学力テストという単一の指標で
のパフォーマンスを測定するものであるの
に対し、ポートフォリオを効果的に活用しよ
うとすることにより、多面的にパフォーマン
スを測定することが可能となる。ただし、ポ
ートフォリオの作成は、教員養成機関の負担
を増やすことになっている現状もあり、効果
的かつ効率的な運用に向けて、議論を開始し
ているとのことであった。 
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